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１．研究の背景と目的
我が国では地震調査研究推進本部（以下地震本部と略称）が全国地震動予測地図１）を作成してお
り，震源断層が特定された地震については震度分布だけでなく地盤条件や断層形状データ等を含
めて地震ハザードステーション（http://www.j-shis.bosai.go.jp/）からダウンロードできるように
整備されている．しかしながら近年発生した被害地震の多くは事前に特定された活断層によって
発生した地震ではない．それ故に，震源を予め特定しにくい地震のハザード・リスクを適切に評
価できる手法が求められる．本研究は，震源を予め特定しにくい地震の断層走向を，地震地体構
造区分ごとに統計分析した走向を用いて設定することによって，走向の不確定性が地震ハザード
評価に及ぼす影響を低減し，より信頼度の高いハザード評価手法を提案するものである．

２．活断層デジタルマップによる断層走向の分析
本研究では震源を予め特定しにくい地震のうち，近年の被害地震の多くが含まれる「陸域で発生
する地震のうち活断層が特定されていない場所で発生する地震」を対象とした検討を行った．用
いた基礎データは，2008年度版の確率論的地震動予測地図の作成に用いられたものである．対
象領域は垣見他２）による地震地体構造区分を元に24の地域に区分されている．本研究では，同一
の地域区分では地震の起こり方も類似するという傾向が，地震のメカニズムにも拡張可能と仮定
して，震源を予め特定しにくい地震の断層走向を設定するための分析を以下の手順で行った．
i）活断層デジタルマップ３）に収録された活断層シェープファイルから，活断層（位置が明確な
もの），位置が不確かな活断層，伏在活断層，および，推定活断層の4種類を対象として抽出し
た．これらの総延長は10,070kmであり，断層ポリラインは16,447本であった．
ii）すべてのポリラインをラインに分割し，一部重複したラインを削除した上で各ライン（総数1
93,237本）について走向を北-南から南南東-北北西まで時計回りに22.5度間隔の8区分に分類し
た．なお，重複削除後の断層総延長は10,031kmであった．
iii）地域区分ごとに走向別断層延長を集計し，走向分布の確率密度関数を求めた．ここで，釧路
・根室から歯舞群島・色丹島を含むzone1および鳥取から金沢に至る日本海に区分されるzone22
では活断層が全く含まれていない．それに対して岐阜県を中心としたzone12では断層延長が1,74
4km（全体の約17%），東北地方の日本海側を中心としたzone8では1,597km（約16%）と断層
が集中しており，zone間における断層延長のばらつきは非常に大きい．

３．活断層情報を利用した断層面の設定
地域区分ごとの断層走向特性に基づいて，経度0.1度×緯度0.1度ごとの地震位置における断層面



を，最小マグニチュードと最大マグニチュードの範囲内で，M＝0.1刻みに設定する．
i)断層長さL(km)については，地震本部にならって松田式M=(log10L+2.9)/0.6を用いて決定し
た．
ii)走向については，比例代表制選挙における議席配分方法として知られるドント方式を用いて配
分した．
iii)8種類の走向の出現確率の100万倍を得票数，マグニチュードの上下限値から決まる地震個数
を議席数に見立てて各走向の出現回数を規定した．
同一マグニチュードにおける走向の空間的な出現傾向はランダム化した．断層の傾斜角はすべて
90度とした．これにより，各地域区分内の活断層の走向を反映した断層走向の設定が実現でき
た．

４．今後の課題
陸域で発生する地震のうち活断層が特定されていない場所で発生する地震を対象とした断層走向
の設定手法を提案した．本手法はこれまで課題となっていた震源を予め特定しにくい地震のハザ
ードの適切な設定に貢献するものである．ただし地震地体構造に基づく24の地域区分は，走向特
性が一様と仮定するには大き過ぎるきらいがある．今後は本手法の妥当性の検証と改善を図ると
ともに，地震位置ごとの30年発生確率の評価４）と合わせた地震リスク評価を行う予定である．
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